































































法及びドイツ連邦弁護士法の変更』Änderung des Deutschen Richter-























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(１) Hattenhauer,Einheit des Juristenstandes und Einheit der Rechtsordnung
 
ZPR 1997Heft 6234.
Stobbe, Der Einheitsjurist Leitbild oder Trugbild der Juristenausbildung?
DRiZ 1996S,439.
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(５) Stobbe,Zwo?lf Thesen der Anwaltschaft zur Reform der Juristenausbildung
 
NJW 1997Heft 191284この論文の中の1287。
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(９) Beschluss des Vorstandes des Deutschen Anwaltvereins zum Entwurf eines
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sanwaltsordnung―verabschidet in der Vorstandessitzung am 26. 9. 2001 in
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１ 民事法 ３問 民法を重点にして、民事訴訟法、商法、会社法、労働法
















































































































































ツ弁護士協会（Deutscher Anwaltverein 略して以下 DAV）である。
これまで、弁護士側からの法曹養成制度の改革、ことに実務修習のあり
様に関しては、個人的には、ほとんど無数と言える程の数の論稿が発表さ
れてきたし、また、ドイツ連邦弁護士会も、それにドイツ弁護士協会も、
それぞれの団体独自の立場から、制度改革について意見を公表してきた。
ことに、1990年のドイツ弁護士協会の独特の構想であったYモデル養成
論は注目を集めて
(３)
いた。しかし、ドイツ連邦弁護士会、ドイツ弁護士協会
各自の意見表明も、それぞれ、自分の団体自身の意見表明としてであっ
て、決して『弁護士界』の意見として意識されて公表されていたわけでは
ない。
ところが、まず、この二つの弁護士団体が合同で、相互の意思の疎通を
はかりながら、法曹養成改革のために、次に紹介する12のテーゼにまとめ
て、意見を表明したのである。このときに、まさに、ドイツ『弁護士界』
の改革思潮が成立する。1996年12月のことである。
この両者合同の意見表明の後、引き続いて、各弁護士団体は、それぞ
れ、独自の立場から法曹養成改革について見解を公表している。それは当
然のことだが、この12テーゼを基本として作成されているのである。
まず、1998年４月の DAV（ドイツ弁護士協会）から、理事会声明のかた
ちで、弁護士界を代表する『改革思潮』の克明な内容が発表され、次いで
BRAK（ドイツ連邦弁護士会）が、1998年12月に、それを補完するかたち
で、弁護士修習のあり様についての宣言を発表している。
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1 弁護士界の改革思潮形成の端緒
―?法曹養成改革のための DAVと BRAKとの合同の12テーゼ―?
これはドイツ弁護士協会の理事会が、ドイツのラントの各弁護士会の会
長28人を招待して、『歴史上もはじめて』両団体が共同の会議をもち、弁
護士修習制度の改革原則の基本に関する12のテーゼを合同して表明したも
のである。『歴史上もはじめて』ということ自体、法曹養成が弁護士界に
とって、いかに、切迫した問題であったのかが理解できる。
テーゼ１ 法曹教育は根本的な改革が必要となっている。これまでの
伝統的な実務修習は、法律専門職の準備のためには、もはや、不十分であ
り、これでは、弁護士職をまともに準備することはできない。この現在の
修習システムでは、依頼者である市民の利益を十分に保護することができ
ないだけでなく、ひいては、司法の秩序までも危険にさらすことにならざ
るをえない。
弁護士職を独立して追行できるほどに、十分には弁護士教育を受けてい
ない若い法律家（第二次国家試験合格者のこと）は、弁護士で溢れ返る過剰
の活動市場の壁に突き当たる。この市場は、このような者にとって、経済
的に自分を支えるだけの生活を築き上げることができる機会が与えられる
ためには、あまりにも狭すぎる。このような若い法律家が遭遇することに
なる外的条件は、①認可された弁護士の数が1985年と1995年の間には７万
9，000人に増加していること、②近い将来には、さらに、劇的に確実に激
増することを覚悟しなければならないということである。
法律学の勉強を始める者の数は、過去５年間で平均的には、２万1，000
人を超えている。従って、2000年には、ほとんど２倍になっているだろ
う。すでに、現在でも、弁護士認可数は、最近7年間は、毎年平均6，500人
にのぼることが予測される（現在では、年間8，000人以上の弁護士が誕生して
いる)。
テーゼ２ 改革の目標は、職業を開始したばかりの新人の職業的能力
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の改善にある。
テーゼ３ 伝統的な実務修習は、すべての法的専門職のために、『裁
判官資格』取得を共通の目標としているが、このような目標自体も、そし
てそれを目標とする修習内容も、改革されるべきであり、その改革された
修習システムに置き換えられるべきである。
個々の法律的職業のための資格は、それぞれ別々に分離した職業専門別
の修習課程を終了することによって与えられるべきである。共通の修習部
分が規定されるべきかどうか、また規定されるとしても、それをどの程度
にするべきかの意見の形成は、いまだ、完成していない。そのいずれにし
ても、弁護士修習は、裁判官実務への洞察･究明をはたすことができるよ
うにしなければならないし、また、裁判官修習は弁護士実務への洞察･究
明ができるようになされなければならない。
弁護士修習の新たな目標は、弁護士職を独立して追行できるだけの能力
を証明することにある。この目標を達成するためには、新たな修習構造を
創造しなければならないし、そのために新たな修習内容と試験内容を明確
にしなければならない。
このような改革は、これから弁護士職を開始しようとするた者のために
は、弁護士市場に参入できる機会を造り出し、依頼者である市民の利益保
護に役立ち、司法秩序の維持に貢献することができる。
テーゼ４ 弁護士の活動は、法治国家を実現することに奉仕する。従
って、弁護士修習は、弁護士の任務と国家の任務に共通している。
テーゼ５ 修習中の候補者の身分は、公法上のものとする。
テーゼ６ 弁護士修習の期間及び内容に関して重視すべき点は、第一
は、弁護士事務所での修習活動が長期間にわたることである。また、第二
は、外国での修習箇所、あるいは特殊専門的な弁護士のもとでの修習、行
政官庁や経済界での修習は選択的であるが、それは３ヶ月よりも短い期間
であってはならない。
テーゼ７ 弁護士事務所での実務修習は、弁護士アカデミーにおける
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実務教育と理論教育によって補完される。この教育は、ラントの規模で公
法上の設営で行う。
テーゼ８ 弁護士アカデミーでは、主として、弁護士である実務家が
教育･指導する。アカデミー教育はその試験をもって完了する。もしも、
アカデミー教育をもって修習課程が終わりになるとすれば、その試験が、
終了試験となる。そうでないとすれば、その試験に合格する限りで、その
後の終了試験を受けることになる。その終了試験の価値は、他の法律専門
職の終了試験と同価値であらねばならない。終了試験は、国家試験であ
り、試験委員会は、弁護士をもって大多数を占められなければならない。
テーゼ９ 試験の実施は司法省試験局の任務である。
テーゼ10 修習課程と法律的職業との間の流動性は、保障されていな
ければならない。
テーゼ11 弁護士修習は、弁護士事務所において行う。修習及び試験
の財政負担は、国の課題である。もしも、修習生の給料を取りやめる場合
には、適切な処置（Meister-Bafoeg）によって他の修習生との機会均等が
保障されなければならない。
テーゼ12 政界からは、さまざまに、弁護士関連修習の費用の負担の
問題について要求が出されている。つまり、もしも、弁護士界が職業（弁
護士）関連修習の増強を要求したいのであれば、弁護士界がこの教育の費
用を支払わなければならないという要求である。しかしこの要求は、拒絶
されなければならない。もともと、弁護士修習は国の任務だからである。
それとは無関係に、弁護士界が自分の財政的責任で弁護士修習を行うとす
れば、必ず、もっぱら弁護士の需要を認識して、それに見合った修習だけ
を行うことになる。従って、その場合には弁護士界としては需要に見合っ
た数の修習生だけしか教育しないことになるから、それ以外の第一次試験
合格者の大部分が、弁護士職教育を受ける可能性が失われることになるた
めに、法律的職業には、もはや就くことができないことになる。それで
も、弁護士修習を弁護士界の財政的責任において要求する者は、その（法
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律職に就くことができないことの）責任をとらなければならない。
早法81巻２号（2006）48
